
社会福祉法人甲山福祉センター 

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく行動計画 

 

すべての職員が個々の能力を十分に発揮できるよう、両立支援制度を充実させ、働きやすい

雇用環境の整備を推進するため、次のとおり行動計画を策定する。 

 

１．期間 

令和７年４月１日 ～ 令和１２年３月３１日（５年間） 

 

２．内容 

目標１ 

妊娠中の職員及び子育てを行う職員が、仕事と家庭を両立できるよう支援する。 

＜対策＞ 

・妊娠中、出産後の女性職員の健康確保のため、利用できる制度の周知、情報提供及び相談

体制の充実を図る。 

・育児休業の取得や職場復帰がしやすい環境整備のため、育児休業中の代替要員の確保及び

業務内容、業務体制の見直しを行う。 

・子育て中の職員が利用できる保育施設の確保に努める。 

・職員が利用可能な、始業・終業時間の繰上げ・繰下げ制度を整備する。 

 

目標２ 

子育て中の職員の多様な働き方を支援する。 

＜対策＞ 

・育児のための短時間勤務制度の見直しを行う。 

 

目標３ 

係長以上の役職に占める女性の割合６０％以上を維持する。 

＜対策＞ 

・人事評価制度の適正な運用を定着させ、人事評価と人材育成の一体化を図る。 

・職員の希望や目標を共有する取組みを通じて、職員とのコミュニケーションを深め、人

材育成を進める。 

 

目標４ 

男性職員の育児休業取得者を年間５名以上とする。 

＜取組内容＞ 

・育児休職制度の周知を行い、制度の利用定着を図る。 

 

 



【女性の活躍の現状に関する情報公表】 （２０２６年４月１日現在） 

 

・労働者に占める女性労働者の割合 

  全職員：６６.９％ 

（正 規：６８.８％） 

（非正規：６４.６％） 

 

・係長級にある者に占める女性労働者の割合  

５３.８％（１４人／２６ 人）  

  

・管理職に占める女性の割合  

４３.２％（１６ 人／３７ 人） 

 

・男女の賃金の差異 

全職員：８９.３％ 

（正 規：８４.０％） 

（非正規：９３.１％） 

対象期間 ２０２５年４月１日 ～２０２６年３月３１日 

 

・男女の平均継続勤務年数の差異 

全職員   男性： ９.８年 女性： ９.２年 差異：０.６年 

（正 規）  男性：１３.４年 女性：１１.４年 差異：２.０年 

（非正規）  男性： ５.９年 女性： ６.３年 差異：０.４年 


